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■要 旨■－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 

ＥＢＰＭについては、政府と研究者間においては、ＥＢＰＭ推進委員会やＥＢＰＭアドバイ

ザリーボードを発足させ、システマティックな議論を展開しており、効果的なＥＢＰＭの在り

方についての議論が「緒に就いた段階」から「軌道に乗り出した段階」に進展している。 

一方で、昨今の国会においては、本会議や委員会での質疑において、ＥＢＰＭが取り上げら

れることが多くなっており、その必要性については会派を超えた共通認識になりつつある。こ

の機会に、国会においても、ＥＢＰＭを積極的に監視し、継続的な議論を行う場を設け、必要

であれば、より良いものにすべく政府に改善を求める活動を行っていくべきではないか。 

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 
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はじめに 

「証拠に基づく政策立案」（Evidence-Based 

Policy Making 以下「ＥＢＰＭ」という。）は、

内閣官房行政改革推進本部事務局（以下「行

革事務局」という。）によると、①政策目的を

明確化させ、②その目的達成のため本当に効

果が上がる政策手段は何かなど、政策手段と

目的の論理的なつながりを明確にし、③この

つながりの裏付けとなるようなデータ等のエ

ビデンス（根拠）を可能な限り求め、「政策の

                             
1 内閣官房行政改革推進本部事務局「ＥＢＰＭの推進について」（2022.6.17）１頁。第２回ＥＢＰＭ推進委員会配付資料 
2 総務省ＥＢＰＭに関する有識者との意見交換会事務局「ＥＢＰＭ（エビデンスに基づく政策立案）に関する有識者との意

見交換会報告（議論の整理と課題等）」（2018.10）１頁 
3 本稿では、国会は、ＥＢＰＭそのものに「参画participation 又は関与 involvement」、すなわち政策の立案段階でＥＢＰ

Ｍに加わるのではなく、研究者及び政策立案者が提示したＥＢＰＭを「監視oversight」する必要性を主張する立場から論

考を進めていく。将来的には議員立法においても精緻なＥＢＰＭが実装されることが望ましく、この場合は政策立案段階か

ら議員の参画が必要となろう。ただし、この検討は今後の課題とし、まずは「監視」の必要性を説いていきたい。 

基本的な枠組み」を明確にする取組と説明さ

れている1。 

ＥＢＰＭは、我が国の経済社会構造が急速

に変化する中、限られた資源を有効に活用し、

国民により信頼される行政を展開することを

目指すための取組である2。 

本稿では、まずⅠとしてＥＢＰＭの全体像

を概観した後、Ⅱとして、国会のＥＢＰＭへ

の監視3の在り方について検討していきたい。 

 

Ⅰ ＥＢＰＭの全体像 

１ ＥＢＰＭの起源 

ＥＢＰＭの起源については、「エビデンスに

基づく医療」（ＥＢＭ：Evidence-Based 

Medicine）と計量経済学に起因する流れの双
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方があるとされている4。本稿では、特に重要

な前者について概説しておきたい。これは、

患者への医療行為に係る意思決定において、

その時点で得られる医療における最善の科学

的根拠を利用しようとするものである。 

例えば、心筋梗塞後には不整脈が多いと予

後が悪いことが分かっていたため、不整脈発

生時には、抗不整脈の薬を使用することが通

常であった。これに対して 1989 年にＣＡＳＴ 

Study という研究5が行われた。これは、本当

に抗不整脈の薬を使うことが正しいかどうか

を検証するために行われた実験である。その

実験は、参加者をランダムに半々に分け、片

方のグループには不整脈の薬を、別のグルー

プにはダミーの薬を使い、結果としてどれ位

の差がつくかというものであった。その結果、

実際効果があると思われていた不整脈の薬を

使った参加者の方が、死亡率が３～５％ほど

高くなっていた。薬を使った方が悪い結果が

出たのである。こうして抗不整脈の薬の使用

は逆効果との結論が導かれた。 

このように実際にデータを取り、分析をす

るということによって正しい判断ができる、

それが「医療におけるエビデンス」による考

え方の基盤となっているのである。 

ＥＢＰＭはこうしたＥＢＭ等を政策立案に

応用しようとしたものであり、英国では 1997

                             
4 関沢洋一「文理（不）融合という観点から見たＥＢＰＭ」『ＲＩＥＴＩ コラム』独立行政法人経済産業研究所（2020.10.30）。

また、米国では、1960年代頃から蓄積されてきた政策評価の取組で、今日のＥＢＰＭ推進において重要な「遺産」と言うべ

きものを残したとする研究もある（杉谷和哉『政策にエビデンスは必要なのか―ＥＢＰＭと政治の間―』ミネルヴァ書房

（2022）13-14頁）。 
5 西内啓（株式会社データビークル取締役）へのインタビュー記事「総務省統計局データ・ステート（ＥＢＰＭ入門）」

<https://www.stat.go.jp/dstart/point/lecture/01.html>（2022.11.25 閲覧） 
6 平成 28年秋、ＧＤＰ統計等の経済統計の見直しを契機として、政府全体におけるＥＢＰＭの定着、国民のニーズへの対応

等の観点から、抜本的な統計改革及び一体的な統計システムの整備等を政府が一体となって強力に推進するために必要な

検討を行うことを目的として設置された。内閣官房長官を議長とし、関係閣僚及び有識者で構成。 
7 直近の骨太方針 2022 では、①行政事業レビューシートを順次見直し、予算編成プロセスでのプラットフォームとしての活

用、②エビデンスによって効果が裏付けられた政策等への予算の重点化、③重要な政策課題に取り組む基金についてＥＢＰ

Ｍの手法を前提としたＰＤＣＡの取組の推進等が掲記されている。 
8 官民データ活用の推進に関する施策を総合的かつ効果的に推進し、国民が安全で安心して暮らせる社会及び快適な生活環

境の実現に寄与することを目的とした「官民データ活用推進基本法（平成 28年法律第 103号）」では、制定時の第 20条で、

高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部（ＩＴ総合戦略本部）に、官民データ活用推進戦略会議を置くとする規定があ

ったが、「デジタル社会形成基本法」（令和３年法律第 35 号）の制定により、ＩＴ総合戦略本部及び官民データ活用推進戦

略会議が廃止され、デジタル社会推進会議が設置された。 

年からのブレア政権、米国では 2009 年からの

オバマ政権で本格的に始められ、我が国でも

2010 年代からＥＢＰＭの必要性を説く議論

が高まってきた。 

 

２ 我が国の取組の経緯 

(1) 統計改革推進会議と骨太方針 

平成 29年２月に、政府に「統計改革推進会

議6」が設置され、５月に「統計改革推進会議

最終取りまとめ」が決定された。 

本取りまとめでは、「ＥＢＰＭを推進するこ

とにより、ユーザー側のニーズを反映した統

計等が一層求められ、政策の改善と統計の整

備・改善が有機的に進む」として、「ＥＢＰＭ

と統計の改革は車の両輪」とされた。 

また、「経済財政運営と改革の基本方針」（以

下「骨太方針」という。）20177でも、「政策、

施策、事務事業の各段階のレビュー機能にお

ける取組を通じてＥＢＰＭの実践を進め」る

こととされた。これが我が国の本格的なＥＢ

ＰＭの出発点と言えよう。 

 

(2) ＥＢＰＭ推進委員会等 

平成 29年７月に「官民データ活用推進戦略

会議8」の下に、「ＥＢＰＭ推進委員会」が設置

され、この場で政府全体としてのＥＢＰＭを

推進することとなった。ＥＢＰＭ推進委員会
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は、翌８月から議論を重ねてきたが、デジタ

ル庁が令和３年９月に設置されたことに伴い、

同委員会は、「デジタル社会推進会議9」の下

に移行することとなった。 

また、平成 30年度からは、各府省に、組織

内におけるＥＢＰＭ推進のモニタリング、指

導等の役割を担う「政策立案総括審議官」が

置かれ、その取組を主導することとなった。 

 

(3) ＥＢＰＭアドバイザリーボード 

この動きと並行して、骨太方針 2020 におい

て、「ＥＢＰＭの仕組みと予算の重点化、複数

年にわたる取組等の予算編成との結び付きを

強化することにより、ワイズスペンディング

を徹底する」ため、「経済財政諮問会議の下、

専門家の知見を活用しつつ、ＥＢＰＭの枠組

みを強化する」とされた。これを受け、令和

２年 10月から、経済財政諮問会議の下にある

経済・財政一体改革推進委員会の下に、有識

者から成る「ＥＢＰＭアドバイザリーボード」

（以下「アドバイザリーボード」という。）が

設置されている。 

現在、アドバイザリーボードでは、改革工

程表10について、ＥＢＰＭの観点から改善点 

（エビデンスを踏まえた、ＫＰＩ11の見直し

や、政策目標とＫＰＩの関係の改定など）を

指摘し、経済・財政一体改革推進委員会の議

論をＥＢＰＭの観点からサポートしている。 

このＥＢＰＭ推進委員会とアドバイザリー

ボードが政府全体のＥＢＰＭの牽引役となっ

ているが、そこでの検討状況は後述する。 

このほか、総務省行政評価局は、平成 30年

度より、ＥＢＰＭのリーディングケースの提

                             
9 デジタル庁設置法（令和３年法律第 36号）第 14条第２項において、デジタル庁に、デジタル社会推進会議を置くとされ、

同会議は、①デジタル社会の形成のための施策の実施の推進、②デジタル社会の形成のための施策について必要な関係行政

機関相互の調整の事務をつかさどるとされている。なお、前掲注８参照。 
10 骨太方針 2018 に盛り込まれた「新経済・財政再生計画」を着実に実行するため、同計画に掲げられた主要分野ごとの重

要課題への対応とＫＰI、それぞれの政策目標とのつながりを明示することにより、目指す成果への道筋を示すもの。 
11 Key Performance Indicatorの略称。「重要業績評価指標」と訳され、目標達成に向かってプロセスが適切に実行されてい

るかを定量的に評価するための指標。 

示を目指し、関係府省及び学識経験者ととも

に政策効果の把握・分析手法の実証的共同研

究を行っている。令和３年度まで、延べ 11の

テーマを実施している。 

 

３ ＥＢＰＭの手法 

(1) ロジックモデル 

 ロジックモデルとは、「現状と課題」を把握

した上で、政策遂行によって課題が解決され

るまでの論理的な道筋を示したものであり、

ＥＢＰＭを構築する上で重要なものである。 

例えば、法務省の「受刑者就労支援体制等

の充実」事業では、出所後の社会において安

定した社会生活を送ることができず、再犯し

矯正施設に戻ってしまうという「現状」があ

り、在所中における就労支援体制を更に整備・

充実させる必要があるとの「課題」の下、図

表１のとおり図式化されている。 
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 ロジックモデルの作成は、ＥＢＰＭの基本

であるが、内閣官房によれば、「各府省におい

て政策立案総括審議官等が中心となって、そ

れぞれの実情に応じ、ロジックモデルの作成、

活用を中心としたＥＢＰＭの実践を進めてお

り、事業の性質上なじまないものを除き、作

成する意義が大きい新規事業等を中心に取組

を進めている」と説明されている12。令和３年

度においては、予算プロセスにおいて、各府

省でロジックモデルを作成、活用した事業は

402事業であった13。 

 

(2) 具体的な実施方法 

ア ランダム化比較試験（ＲＣＴ） 

 ロジックモデルにおいて、アウトプットか

らアウトカムへの因果関係を分析する上で最

も信頼が置ける手法は、ランダム化比較試験

（ＲＣＴ：Randomized Controlled Trial）と

されている。対象者をランダムのグループに

分け、政策手段の対象グループ（介入群）と

非対象グループ（比較対照群）で比較し、政

策効果の分析を行うものである（図表２）。 

                             
12 第 204回国会参議院総務委員会会議録第５号7-8頁（令 3.3.22）小森敏也政府参考人（内閣官房内閣審議官）答弁 
13 内閣官房行政改革推進本部事務局・前掲注１ ５頁 

他の条件を排除するため、グループ分けを

ランダムに行うほか、対象者自身もどちらの

グループか分からないようにするなど厳密性

の確保のための条件設定が必要とされる。 

ＲＣＴの具体的な事例を示す前に、「ナッジ」

（nudge）という政策手段を紹介したい。「ナ

ッジ」の直訳は「ひじでそっと押して注意を

引くこと」だが、行政では「人々が自分自身

にとってより良い選択を自発的に取れるよう

（図表２）ＲＣＴのイメージ 

（出所）法務省矯正局資料 

（図表１）ロジックモデルの例 

（出所）ＥＢＰＭの取組と課題「国立国会図書館調査

及び立法考査局」（2020.3） 
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に手助けをする政策手段」とされている。税

制や補助金と異なり経済的インセンティブを

変化させない政策を意味し、骨太方針 2018 で

も「情報発信や選択肢の提示の方法を工夫す

るもので、政策分野においても応用されてい

る」と言及されている。 

ナッジはＥＢＰＭと親和性が高いと言われ

ており、特に、環境省において研究が進めら

れている。本稿では、環境省が中心となって

研究した「マイバック利用促進のための広報・

普及啓発の取組」を紹介したい14。 

環境省は、ナッジの取組として、令和２年

７月からのレジ袋有料化に合わせて、レジ袋

の辞退やマイバッグの利用を促進するため、

どのような働きかけが効果的かＲＣＴを利用

し実証実験を行った。実験では、モニターを

無作為の５群に分け、１か月間、各群に割り

当てられたウェブサイト（図表３）を閲覧の

上、「買い物日記」を付けてもらうこととした。

その結果、介入群３、４の「みんなでチャレ

ンジし、結果をフィードバックする」が最も

効果的であることが確認された。本結果は実

際に広報や普及啓発の取組に活用されている。 

 

ＲＣＴは、このようにナッジ等を利用する

などして因果関係の高い評価が行えるが、実

験を行う費用、労力、時間、関係機関の協力

が必要であり、コスト負担が大きいという問

題や、倫理的な問題（個人が同意なく実験対

象となる等）から実施が難しい場合が多い15。

そこで、既存のデータを、実験を行った結果

のように活用して、因果関係を評価する「自

然実験」と呼ばれる方法がある。 

                             
14 この他、有効であったナッジのメッセージとして、税の督促において、「期限内に税金を納めていないあなたは少数派」

というもの、近隣の電力使用量と自分の使用量を比較したグラフを示したものなどが挙げられる。 
15 国立国会図書館調査及び立法考査局編『ＥＢＰＭの取組と課題』国立国会図書館（2020.3）32頁 

ＲＣＴは実験によってデータを作るが、自

然実験は、何らかの事象によって介入群と対

照群が自然に分かれている状況を観測し、そ

のデータを活用するものである。次に、主な

自然実験の事例を２例紹介する。 

 

 

 

 

（図表３）マイバック利用促進に関する実証実験のイメージ 

（出所）ナッジとＥＢＰＭ～環境省ナッジ事業を題材とした実践から好循環へ～（日本版ナッジ・ユニットＢＥＳＴ

（2021.1））の図表を一部簡略化等して作成 

 

 

対照群 

日記の記入のみ 

 

買い物日記をつけ

てください。 

介入群１ 

ルールを直接伝える 

 

７月１日からレジ袋が

有料化されます。マイ

バッグを利用しましょ

う。 

介入群２ 

「損失回避」への働き

かけ 

１年毎日買い物をす

ると 3000 円も損す

るかもしれません。 

介入群３ 

「同調性」への働きかけ 

（チャレンジ） 

 

知っていますか？あなた

の周りの人が動き出して

いることを。 

エコバッグを使おう１か

月チャレンジを始めま

す。 

ウェブサイトの表示 

介入群４ 

「環境」配慮への働きか

け＋チャレンジ 

 

壊してはいけない。海の

生き物の未来を。 

エコバッグを使おう１か

月チャレンジを始めま

す。 

チャレンジ結果を毎週発表 

効果あり 
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イ 回帰不連続デザイン（ＲＤＤ） 

 ＲＤＤ（Regression Discontinuity Design）

は、施策対象者と非対象者が一つの基準（閾
しきい

値
ち

）で決定される場合、閾値前後の者を対象

にして比較する手法である。つまり、施策対

象者と非対象者が閾値ぎりぎりに位置し、対

象者同士の特性が似通っていると考えられる

ため、右の図表４のような「段差」があれば、

施策の効果とみなすことが可能となる。 

この例は障害者雇用納付金制度の対象とな

る労働者 100 人超の企業と制度対象外となる

100 人以下の企業の間で分析（既存のデータ

を活用）したものである。閾値 100 人で実雇

用率に「段差」が生じており、本制度により

障害者の雇用が促進されたことが示唆されて

いる。

ウ 差の差分析（ＤＩＤ） 

 ＤＩＤ（Difference-in-Differences）は、施策

対象者と非対象者それぞれの施策実施の「前後」

のデータを用いて分析するものである。つまり、

施策対象者と非対象者のデータが平行に増加し

ている中で、施策対象者に、施策後に更に伸びが

見られた場合を分析する。 

図表５の例は平成30年の障害者法定雇用率の

引上げにより、障害者を追加的に雇用する義務

が生じた企業とそうでない企業の相違を分析し

たものである。その結果、引上げ後に障害者を追

加的に雇用する義務が生じた企業ほど実雇用率

が高まったことが示唆されている。 

 

【参考】エビデンスレベル 

ＥＢＰＭの信頼

度には差がある。Ｅ

ＢＰＭにおいて重

視される研究方法

を類型化して信頼

度の目安を作成し

たものが、エビデン

スレベルである（図表６）。  

（出所）図表４及び５ともに「厚生労働省におけるＥ

ＢＰＭの取組について」（2021.11.4）（ＥＢＰＭ

推進委員会（第１回）厚生労働省提出資料） 

（図表５）法定雇用率引上げによる実雇用率の 

差の差分析 

（図表６）エビデンスレベル 

（図表４）100 人を閾
しきい

値
ち

とした回帰不連続デザイ

ン 

（出所）内閣府政策統括官（経済社会システム担当）資料 
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ＲＣＴは、エビデンスレベルが高いとされ、

それを複数集めて検討した系統的レビューが

最もレベルが高く、専門家や実務家の意見は

低いものとされている。 

 

４ 海外や地方公共団体等での取組 

(1) 海外の取組 

アドバイザリーボードの第１回会合（令和

２年 10月）では、内閣府から「海外における

ＥＢＰＭの事例とエビデンス集作成について」

の資料が提出され、米国と英国の事例が紹介

されている。 

まず、米国であるが、「非行少年に刑務所を

訪問させるというプログラム」の効果が検証

された事例が紹介されている（図表７）。刑務

所を訪問させれば「このような所には入りた

くない」という動機が生まれそうである。と

ころが、ＲＣＴを行った結果、プログラムに

参加した少年の方が、犯罪率が高いという「負

の効果」が判明した。その結果、米国の各州

がプログラムを見直す契機となったとのこと

である。 

 

（図表７）非行少年に刑務所に訪問させる更生プログラムの効果検証（米国 負の効果判明） 

研究者 プログラムが 

実施された州 

グループ化の 

ランダム度（注） 

処置群と対照群の犯罪・再犯率の比 

（95％信頼区間を対数目標で表示） 

Finckenauer(1982) ニュージャージー Ｂ  

GERP&DC(1979) イリノイ Ｂ  

Lewis(1983) カリフォルニア Ｂ  

Michigan DOC(1967) ミシガン Ａ  

Orchowsky(1981) バージニア Ｂ  

Vreeland(1981) テキサス Ｂ  

Yarborough(1979) ミシガン Ｂ  

   0.01   0.1   １    10    100 

 

処置群の方が        処置群の方が 

犯罪率が低い        犯罪率が高い 

（注）プログラム実施時に被験者を処置群（プログラム受講）と対照群（受講なし）に分ける際の無作為の度合いの評価。実験者が被

験者の属性の情報を知ることなく、被験者を分けている場合は評価Ａで「十分」、Ｂは記録がなく「不明」、Ｃは「不十分」を示す。 

 

次に、英国の失業者支援の事例を紹介

する。英国では、従来は失業者への経済

的支援が中心であったが、就労インセン

ティブ（奨励金）等の積極的な労働支援

が効果的であることを大規模なＲＣＴ

により示し、これがその後も継続される

こととなった。また、長期失業者への支

援は支援期間終了後も効果が持続する

ことも示され、長期失業者への支援に重

点が置かれることとなった（図表８）。 

このほか、両国の全体的な取組につい

てであるが、米国では、2019 年１月に

「2018年ＥＢＰＭ基盤法」（Foundations 

for Evidence-Based Policymaking Act 

（図表８）就業支援プログラムによる効果（英国） 

（出所）図表７及び８ともに、「海外におけるＥＢＰＭの事例とエ

ビデンス集作成について」（2020.10.27）（ＥＢＰＭアドバイザ

リーボード（第１回）内閣府政策統括官（経済社会システム担

当）提出資料） 
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of 2018）を制定し、全省庁に対してＥＢＰＭ

を義務付けているほか、行政管理予算局（Ｏ

ＭＢ）16から全省庁に対し、具体的な体制整

備や手順等を示しながら、予算プロセス等に

おけるエビデンスの活用を求めるメモラン

ダムを発出する等の取組が行われている17。

英国では、1999 年から７つのＷＷＣ（What 

Works Centre）（政府から独立した組織）を設

立し、「最も有効な施策・取組は何か」につい

ての科学的なエビデンスを基に政策や事業

を決定し、効果のある施策や取組の効率的な

展開を促進している18。 

 

(2) 地方公共団体の取組 

ＥＢＰＭの成功事例としてよく取り上げ

られる神奈川県葉山町の例を紹介したい。 

葉山町では、適切な利用がなされていない

ごみ資源ステーションが存在し、効果的な対

策が見出せずにいた。そこで、町内会と協働

し、町内の約３分の１に当たる 160 のステー

ションを約３週間かけて、どのようなごみが

どのような時にどれだけ取り残されている

かをモニタリングし、データ化した。分析前

は、「不法投棄が主な原因ではないか」と想定

されていたが、分析結果は、「収集後の後出し」

や「単純な分別間違いや排出場所の間違い」

が大半であったことが判明した。そこで、「チ

ラシのポスティング」「『収集終了』看板の設

置」を新たな対策として行い、対策の効果検

証としてＲＣＴを行った（図表９）。 

その結果、チラシのポスティングは、分別

間違いを７～８割削減することができたも

のの、効果の持続性が低く、「収集終了」看板

                             
16 Office of Management and Budget。連邦政府予算の作成と管理、財政政策の立案、連邦政府諸機関の予算遂行上の調整

等で大統領を補佐し、連邦議会の法案について、大統領及び各省庁に、予算に関する助言や勧告を行う。 
17 内閣府政策立案総括審議官「米国のＥＢＰＭの取組について」（2020.3.23）経済・財政一体改革推進委員会（第 31 回）

配付資料 
18 小林庸平「イギリスの独立機関によるＥＢＰＭ」『ＲＩＥＴＩ・ＥＢＰＭシンポジウムでの講演資料』（2017.12.19） 
19 研究所の「エビデンスに基づく」と銘打った研究プロジェクトが始まったのは、社会保障政策に関する研究（市村英彦

フェロー、2006 年度～）、開発援助に関する一連の研究（澤田康幸フェロー、2006 年度～）の頃からである。 

の設置は、放置ごみ発生率の 15％削減につな

がり、効果の持続性も確認できたとのことで

ある。 

 

(3) 研究機関の取組 

 独立行政法人経済産業研究所（ＲＩＥＴＩ）

は、従前からＥＢＰＭの研究に熱心に取り組

んでおり19、令和４年４月には「ＲＩＥＴＩ 

ＥＢＰＭセンター」を創設した。同センター

は、内外の研究者や政策当局と連携し、①こ

れまで進めてきたデータに基づく事後検証

型の政策評価に加え、②グリーン化のように、

今後官民連携で実施する大規模プロジェク

ト等の経済効果の事前評価や、③このために

必要なデータ・デザイン等の基本構想を提示

することとしている。これを通じ、ＥＢＰＭ

の進化を図るとともに、経済政策、産業政策

の高度化へ向けた提言を行う政策研究機関

として中核的な役割を担うことを目指すと

（図表９）葉山町の実施したＲＣＴ 

（出所）総務省データ・ステート「葉山町きれいな

資源ステーション協働プロジェクト」   
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している。 

 東京大学においても、平成 29 年に大学院

経済学研究科の下に、政策評価研究教育セン

ターを設置している。政府側からの要請への

対応も含め、より幅広い観点から政策全般に

関わっていくとしている20。 

 

５ ＥＢＰＭを取り巻く課題 

(1) ＥＢＰＭとアジャイル型政策形成 

令和４年５月には、ＥＢＰＭにとって、画

期的な提言が出されている。 

政府は、現在では、デジタル技術の急速な

進展やコロナ禍に見られるように、行政を取

り巻く環境は刻々と変化しており、複雑かつ

困難な様々な課題に機動的に対応する必要

が生じているとし、令和４年１月、行政改革

推進会議の下に「アジャイル型政策形成・評

価の在り方に関するワーキンググループ」

（以下「アジャイルＷＧ」という。）を設置し、

同グループは、５月に提言を出した。 

「アジャイル」とは「迅速・機敏」という

意味であるが、「スピーディーに政策サイク

ルを回し、モニタリング・効果検証をしなが

ら、柔軟に政策の見直し・改善を行っていく」

と訳されている。提言では、我が国の行政に

は、従来、行政は間違いを犯してはならない、

                             
20 行政と学会との役割分担について、2018 年当時のセンター長である市村英彦東京大学大学院経済学研究所教授によれ

ば、行政は、既存のデータ、できるだけ評価・分析に活用し得るデータを整理し、まとめた上で提供することが重要。そ

の上で、学界側が評価に耐え得る頑健な分析を行うという役割分担が考えられる。そうして得られた分析結果について、

役所は、政策決定者に対し、施策の実施に伴われる良い面、懸念点等も含め、わかりやすく、きちんと伝えることが必要。

学者は、専門的な観点から詳細について分析を進めるわけだが、そうした際に用いられる、分析結果を正しく理解する上

での仮定や前提条件等について、役所にも正しく認識してもらい、そうした点も含め、政策の策定に向けた議論の材料と

して提供していく、いわば分析と政策の橋渡しを行うといった点が非常に重要な役割と考えている、とした趣旨の提言を

行っている。「内閣府政策分析インタビュー ＥＢＰＭの推進に向けて―実証結果に基づく政策形成の重要性―」

<https://www.esri.cao.go.jp/jp/esri/seisaku_interview/interview2018_20.html>（下線は筆者）（2022.11.25 閲覧） 
21 「ダイナミック」の具体的な意味については明らかではないが、第４回の会議（2022.4.25）で、委員が「今年正しい政

策が来年正しいか分からないということと、去年間違っていたと言われた政策が今年正しいかもしれないということなの

かと思う。つまり、政策を通じて役所が現実を理解するというか、学習する組織になるということでもあるのかなと思う」

と発言している。 
22 同提言では、「データのみによって自動的に政策立案が行われるわけではなく、どのようなデータを選択し、それらをど

のように解釈するか、そしてデータにはない定性的な要素を加味して行われるのが現実の政策立案、政策決定であること

を忘れてはならない。機動的で柔軟な政策形成・評価を行う上で、定量的なデータの利活用が重要であることは繰り返す

までもないが、「アジャイル型政策形成・評価」がＥＢＰＭから派生したデータ主導型の政策形成・評価と狭く捉えられる

ことは本意ではない。行政の職員においては、本提言の内容を踏まえ、また、これのみに限定にせず、行政の無謬性にと

らわれることなく、様々な社会課題に適時的確に対応し、解決するための改革・実践を着実に積み重ねていくことを強く

期待する」としていることも注目すべき点である。 

現行の制度や政策は間違っていないと考え

る、いわゆる「無
む

謬
びゅう

性神話」が存在すると指

摘されてきたが、行政の職員がこのような無

謬性にとらわれていると、解決すべき課題が

あるとしても、政策効果のエビデンスが揃っ

ていなければ、新たな政策にチャレンジしな

いなどといった消極的な姿勢に陥り、問題を

先送りすることにつながり、結果として、現

在や将来の国民に不利益をもたらすことに

なりかねないと指摘している。 

その上で、「無謬性神話」から脱却し、複雑

かつ困難な社会課題に適時的確に対応でき

る、より機動的で柔軟な行政への転換を目指

すべきとしている。その手段として、一時点

での評価・分析にとどまるスタティック（静

的）なＥＢＰＭだけではなく、状況の変化に

応じて政策を見直し・実行するダイナミック

（動的）21なＥＢＰＭを実践すること等が必

要としている。 

本提言では、多岐にわたりＥＢＰＭの強化

に言及している22が、特に注目すべき点とし

ては、次の事項等を政府に求めていることで

ある。 
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ア 政策立案・実施に投入するリソースの確

保、行政事業レビューの意思決定プロセス

への活用 

①政策形成・評価に関連するＥＢＰＭ、政

策評価制度、行政事業レビューの重複感や負

担感の指摘、②評価関連作業は意思決定プロ

セスにおいて活用されることが重要、③行政

事業レビューをプラットフォームとし、意思

決定過程におけるＥＢＰＭ的観点の導入に

つなげることが有効、との課題認識から、①

評価関連作業の一体化に向けた検討、②行政

事業レビューシートの見直し、③予算編成プ

ロセスでの行政事業レビューシートの活用

を進めるべきとしている。 

イ ＥＢＰＭ補佐官派遣制度（仮称）の創設、

伴走支援型政策ネットワークの構築等23 

ＥＢＰＭ推進に当たり、データ分析能力を

含む専門性を有する職員が不足している等

の課題認識から、①希望する府省に専門家を

派遣し、助言等を行うＥＢＰＭ補佐官派遣制

度（仮称）の創設、②各府省の政策立案をサ

ポートする官民ネットワーク「伴走支援型政

策ネットワーク」の構築、③ＥＢＰＭの基本

的な考え方、機動的で柔軟な政策形成・評価

の実践を普及させるためのガイドブックの

作成を行うべきとしている24。 

 

(2) ＥＢＰＭ推進委員会の動向 

ＥＢＰＭ推進委員会（第２回）（令和４年６

月）では、「ＥＢＰＭの今後の進め方」が説明

されており、アジャイルＷＧの提言で示され

た府省庁に対する支援のうち、ＥＢＰＭ補佐

                             
23 ＥＢＰＭ補佐官派遣制度及び伴走型支援ネットワークは、令和４年７月 29 日に発足した。 
24 ガイドブックは、令和４年 11 月７日に内閣官房行政改革推進本部事務局から「Ver.1.0」が発行されている。なお、本

文で言及した事項のほか、各府省の担当者や有識者等が協働し、必要に応じ政策実施に当たる地方自治体等も含めながら、

より機動的で柔軟な見直しを行える形での政策設計等を支援する政策設計ラボ（仮称）、機動的で柔軟な見直しを可能と

する政策設計を行った場合など、望ましい政策形成・評価の取組を実践した組織や担当職員を積極的に評価し、表彰する

政策形成アワード（仮称）の創設も提言しており、いずれもＥＢＰＭの強化を企図したものである。（政策設計ラボは令和

４年７月 29 日に発足） 
25 こうした主張は、国会の質疑でも見られる。第 208 回国会参議院内閣委員会会議録第２号 25-26 頁（令 4.3.8）高瀬弘

美君（公明）質疑 

官派遣制度（仮称）、伴走支援型政策ネットワ

ーク等について、行革事務局の検討状況等を

共有し、ブラッシュアップを行うとしている。 

その上で、「政府全体で見ると、ＥＢＰＭ推

進の取組は一部の政策に限られる上、その内

容はロジックモデル作成にとどまるなど、実

際の政策の質の向上を通じた政策効果を上

げることの追求は限定的」との問題意識の下、

同委員会の役割を、従来のような情報共有に

とどまらず、一府省では解決困難なＥＢＰＭ

推進上の課題の解決や、各府省の政策プロセ

スにおける個別の取組に係るボトルネック

の解消に向けた支援等、課題解決志向型にま

で広げることとしている。 

同委員会では、有識者から、①できる範囲

や良い結果が出せそうな範囲で評価を終わ

らせるのではなく、効果が出ずとも実施した

いものを推進していく必要性、②各府省がＥ

ＢＰＭを実施したくなる仕組み（需要喚起）

の導入の必要性、③世論喚起のため国民との

コミュニケーションを十分に行うことの重

要性等が指摘されている。 

 

(3) アドバイザリーボードでの議論 

 アドバイザリーボードは、令和２年 10 月

27 日から４年 11 月７日までの間、８回会議

が開催されているが、当初から見られる主張

は、事後的に都合のいいデータを集めてきて

評価に使う発想ではなく、事前の政策立案段

階から専門家を入れてエビデンスを集め25、

ＥＢＰＭを構築すべきとしていることであ

る。このほか、データのオープン化、ＥＢＰ
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Ｍの波及効果26等が議論されている。 

令和４年に入ってからは、体系的に住民の

満足度への効果が把握できるような仕組み

の構築、経済成長等長期的な成果を視野に入

れる必要性、若手研究者を長期的なスパンで

育成する必要性等の意見が挙げられている。 

 

(4) 行政事業レビューでの議論 

令和４年11月８日から10日にかけて開催

された秋のレビュー27では、ＥＢＰＭの手法

を各府省庁に幅広く普及させていく「起点」

としての議論を行うこととし、ＥＢＰＭの手

法を全事業（5,000 事業）に波及させ、底上

げを図ることを目指すとともに、個別事業の

要否ではなく、ＥＢＰＭの手法の実践に向け

た改善策を中心に議論を行うとの方針の下

で実施された。実施後、行革事務局から、今

後の行政事業レビューの改善についての問

題意識が示されている28。 

 

(5) 我が国のＥＢＰＭの取組のまとめ 

 これまで見てきたとおり、政府と研究者間

では、ＥＢＰＭ推進委員会やアドバイザリー

ボード等において、ＥＢＰＭについてシステ

マティックに議論を進めており、筆者は、「緒

に就いた段階」から「軌道に乗り出した段階」

に進んでいると見ている。さらに、人材の効

                             
26 波及効果とは、ＥＢＰＭの推進によって公的統計自体に磨きがかかることのほか、ＥＢＰＭが直接目的とすること以外

の効果（例えばスポーツ振興が目的とした施策ではあるが、町の活性化も期待されている等）の測定をいかに測るかとい

うように、多義の意味で使用されている。 
27 各府省が最終公表した行政事業レビューシートを基に、内閣官房行政改革推進本部事務局で点検の内容、結果の妥当性

を精査した後、更なる見直しの余地がある事業を対象として、有識者による公開検証を実施する会議 
28 学術的なスタティックなＥＢＰＭではなく、各省の全事業約 5,000 事業については、まずは政策実現経路のつながり、

適切な初期アウトカム・指標の設定など、ＥＢＰＭの「基礎レベル」をクリアすることを目指すべきではないか、警備や

捜査に関する情報を取り扱う事業などの情報保全を要する事業については、無理に適切ではない定量的な指標を記載する

のではなく、どのような仕組みの下で効果検証・改善等を行っているかなどの定性的な説明も許容してもよいのではない

か、レビューシート記入が「単に紙を作成する作業」ではなく「作成工程がＥＢＰＭの実践そのもの（意思決定）」となる

よう、効果測定・分析・評価・改善に関する記述の充実を図る一方で、全体として「簡素化」を図る視点も重要ではない

か、など 16 項目の問題意識が提示されている。 
29 川口大司東京大学公共政策大学院教授は、現在のガイドラインでは、研究目的の遂行のための必要最小限の変数のみの

提供であり、変数が研究目的のために必要かどうかの判断において、申請者と統計当局の双方のやりとりに時間が費やさ

れるほか、担当者に依存したブレもあり不確実性も大きい、とした上で、米国の労働力調査は、匿名処理が施された調査

票情報をインターネットからダウンロードでき、こうした形を理想としつつ、ガイドラインの見直しを早急に行うべきと

主張している。『週刊ダイヤモンド 第 110 巻 31 号』ダイヤモンド社（2022.8.27）21 頁 

果的な育成等といった有識者の建設的な意

見も着実に組み入れていけば、我が国もＥＢ

ＰＭ先進国の一員となってこよう。 

ただし、根拠となる統計に関しては、改善

の余地があるのみならず、その活用方法（民

間データの行政での活用と民間への行政デ

ータの提供等）の研究も過渡期にある。加え

て、コロナ対策のようにリアルタイムでデー

タを取得しなければならないという新たな

難題にも直面している。政府は、「統計等デー

タの提供等の判断のためのガイドライン」

（平成 30 年４月）に基づき、①研究者等か

らの統計等データの提供要請等の受付、②定

期的なユーザーからの要望・提案の募集を推

進している。こうした取組により統計の精度

が一層改善されることに期待したい。発足し

て間もないデジタル庁も、デジタル社会形成

の司令塔としての役割を十分認識しつつ、統

計の利活用の推進に貢献すべきであろう29。 

なお、海外事例や地方公共団体の事例を紹

介したが、これらは、十分に参考となる反面、

海外とは組織文化や政治力学が大きく異な

るため、我が国に導入できるかどうかは十分

留意する必要があるが、海外のエビデンスを

参考に小規模に国内で実証していくことも

考えられよう。また、地方公共団体のＥＢＰ

Ｍについては、各地域の異なる特性、慣習等
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を考慮すれば、別の地域で同様の効果が得ら

れるとは限らない。 

こうしたことを踏まえつつ、着実に実証実

験を積み重ね、よりよいＥＢＰＭの知見の蓄

積に努めていくことが望まれる。 

以上の状況を踏まえ、立法府たる国会がＥ

ＢＰＭにどのように向き合っていくべきか、

この後、考察することとしたい。 

 

Ⅱ 国会のＥＢＰＭへの監視の在り方 

１ 国会の監視の必要性 

国会はＥＢＰＭとどのように向き合って

いくべきか。結論から言えば、これまで以上

に、積極的な監視が必要であると考える。 

行政府が政策の効果発現経路を示し、立法

府が実際の発現経路の状況を聴取した上、更

に効果を上げるための政策手段を議論する

ことが重要であり、これを踏まえて、政策担

当者と政策のＥＢＰＭ形成に関与した研究

者が相交わって、継続した議論を行っていく

ことが重要である。以下その理由と監視の方

法について述べる。 

 

２ 各党のＥＢＰＭへの対応 

各党の選挙公約（令和３年の衆議院総選挙

又は４年の参議院通常選挙）において、明確

                             
30 政党名の略称は、『令和３年 衆議院の動き 第 29 号』（2021）の「会派名の略称」に従って記載している。ただし、「立

民」は、2022.8.8 に「立憲」に略称変更をしたため、「立憲」と表記した。以下同じ。<https://www.shugiin.go.jp/inte

rnet/itdb_annai.nsf/html/statics/ugoki/r3ugoki29_03-2_kaihameinoryakusyo.pdf/$File/r3ugoki29_03-2_kaihamein

oryakusyo.pdf>（2022.11.25 閲覧） 
31 自民の「令和３年政策パンフレット」では、「行政事業レビューと政策評価の更なる質の向上及び連携強化を図るととも

に、各省庁におけるＥＢＰＭ手法の活用を抜本的に強化します」、維新の「日本維新の会 政策提言 維新八策 2022」では、

「政策立案過程におけるＥＢＰＭ（証拠に基づく政策形成）の実施を徹底し、行政活動のＰＤＣＡサイクルを確立すると

ともに、会計検査院など行政機関外部からの評価と関与をより拡充させます」、公明の「参院選政策集 Manifesto 2022」

では、「政策の信頼性を高めるとともに、実施した政策の効果を客観的に推し量るため、ＥＢＰＭ（客観的データ等の証拠

に基づく政策立案）の積極的な活用を推進します。あわせて、デジタル時代にふさわしい政策評価制度へ、「政策評価法」

の改正も含めて見直しを行うとともに、政策の立案・設計段階から事後検証まで外部の有識者や研究者に一貫して参画し

て頂くことで因果推論を含めデータの正確な分析・活用のできる体制の確立をめざします」とそれぞれ記載されている。 
32 第 192 回国会衆議院内閣委員会議録第７号 4-5 頁（平 28.11.25）ふくだ峰之委員（自民）質疑。なお、「エビデンス・ベ

ースド・ポリシー」という和語であれば、第 164 回国会衆議院厚生労働委員会（平 18.3.15）で山井和則委員（民主（当

時））が初めて用いている（会議録第９号 34 頁）。 
33 衆議院と参議院では、同一政党であっても会派略称が異なる場合があるが、便宜上、衆議院の略称を用いた。「その他」

とは、希望の党、有志の会、無所属。過去に所属した会派と本文執筆時点とは異なる会派の所属となっている議員もいる

が、現在の会派の人数として計上している。図表 10 と図表 11 の会派人数が異なっているが、図表 11 では、一人で複数

類型の質疑を行っている場合は、類型ごとに複数計上した一方、単なる意見表明の場合は算入しなかったことによる。 

にＥＢＰＭの推進を明記しているのは、自民30、

維新、公明の３党31である。 

一方、その他の各党はＥＢＰＭに関心が薄

いのかと問われれば、決してそのようなこと

はない。国会において、「ＥＢＰＭ」の語を用

いて質疑が行われた議論を見ると、平成28年

11 月 25 日の衆議院内閣委員会での質疑32を

始め、延べ議員数で 140 人が取り上げている

（令和４年11月25日現在の国立国会図書館

の会議録検索）。これを会派別に示したのが

図表 1033である。 

政権公約に記載していない立憲や国民か

らの質疑も多く見受けられる。 

（図表 10）ＥＢＰＭを取り上げた質疑者 

（延べ人数）の会派別構成（単位：人） 

（出所）筆者作成 
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また、質疑者ごとの質疑類型を示したもの

が図表 11である。 

「統計が未整備、更なる統計整備の必要性」

も多いが、これらは、野党が昨今の統計不正

問題を追及する際に多く取り上げているこ

とが一因である。ただし、それ以外の類型に

ついても、各会派とも、ほぼ満遍なく質疑し

ている。ＥＢＰＭを国会が監視する必要性に

ついては、「２人」と一見少ないが、これは「国

会がＥＢＰＭを監視すべき」と直截
せつ

的に触れ

ている質疑である。これだけ多くの質疑が行

われていること自体が、国会の監視が必要と

いった認識が浸透していると受け取れるの

ではないか。ましてや、ＥＢＰＭを否定する

意見や国会が監視することを否定する意見

は全く見受けられない。各党ともに、ＥＢＰ

Ｍの必要性と国会で取り上げて議論するこ

との重要性は十分認識しているのではない

かと考えられる。 

                             
34 山田治徳「ＥＢＰＭ－証拠に基づく政策立案」『自治大学校における研修講義の紹介』（2020.11.14）の研修講義１頁 

 

 

３ 国会がＥＢＰＭを監視する意義 

国会がＥＢＰＭを積極的に監視していく

ことにどのような意義があるのであろうか。 

国会は言うまでもなく、選挙を通じて当選

した民意の集合体（一般意思）である。国会

議員が選挙に際して最も重視するのは、有権

者との「対話」であることは疑いない。これ

はＥＢＰＭが標榜
ぼう

する「エピソードからエビ

デンスへ」の標語に代表されるエピソードの

部分である。とすればＥＢＰＭはこれと対峙
じ

するようにも思える。 

しかし、ＥＢＰＭが排除しようとしている

のは、内閣府によればその場限りの
．．．．．．

エピソー

ドである。個人的判断や好み・感情に影響さ

れた結論に基づく意見とする識者34もいる。 

 

 

（図表 11）質疑者（延べ人数）の会派ごとの質疑類型（単位：人） 

（出所）筆者作成 
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(1) 識者の見解 

識者からは、科学的プロセスを重視するＥ

ＢＰＭであっても、様々な観点で政治との関

係の重要性を示唆する意見が見られる。 

まず、エピソードの有用性についてである。

「エビデンスとエピソードは決して対立す

る概念ではない。エピソードが私たちの事実

認識に与える影響は大きく、民主的な意思決

定において最も大切な説得においてエピソ

ードが果たす役割はとても大きいからだ。そ

のため、（略）政治家が地元有権者と会いエピ

ソードを拾うことは、これまでと何ら変わる

ことなく重要であり続けるはずだ。ただし、

エピソードが潜在的に抱える欠点は、そのエ

ピソードが全体像を代表したものかどうか

わからない点であり、これはエビデンスと照

らし合わせて検証していくしかない」とした

指摘がある35。 

また、別の識者は、政策において「エピソ

ード」は人々の合意を得るための重要な根拠

の一つであって、民主主義社会において欠か

すことのできないものであり、政策をめぐる

コンテクストの複雑さ、特に政治の要因を踏

まえれば、そういった要素を単に排除すれば

それで事足りるわけではないのも確かであ

ると指摘している36。 

次に、異なるベクトルからの視点ではある

が、国会議論へのＥＢＰＭの貢献や役割を示

唆する見解がある。 

まず、政策の急変防止に係るものである37。

                             
35 川口大司「質の高いエビデンスを作るインセンティブを」『RIETI Highlight』独立行政法人経済産業研究所（2021 winter 

83）36 頁。同氏はさらに、「エビデンスという専門知を、ジャーナリストや政治家が拾うエピソードとどのように組み合

わせて政策形成をし、予算配分にどのように組み込んでいくのが適切なのか、この大枠部分を検討していくことがＥＢＰ

Ｍを推進していくために重要になる。政策提案の根拠にエビデンスを位置付け、得てしてドライになりがちなエビデンス

にエピソードを織り交ぜ説得力を上げ、予算獲得を含む政策形成につなげるのがＥＢＰＭだとすると、その推進のために

は、エビデンスをその他の判断材料と合わせて政策決定にどのように生かすのかという外枠の整備が重要」と言及してい

る。 
36 杉谷・前掲注４ 216 頁 
37 川口大司「ＲＩＥＴＩ特別オンライン鼎談」『RIETI Highlight』独立行政法人経済産業研究所（2022 summer 91）６頁

（2022） 
38 加納寛之・林岳彦・岸本充生「ＥＢＰＭからＥＩＰＭへ―環境政策におけるエビデンスの総合的評価の必要性―」『環境

経済・政策研究 Vol.13,No.1』岩波書店（2020.3）80 頁 

政策決定の際には、色々な利害関係者がいる

ので、その人たちがそれなりに納得できる落

としどころがある程度決まってしまってい

るであろうが、利害関係者のバランスが急に

崩れて、極端な結論が出てくるようなことを

防ぐ必要があり、政策を安定的に継続してい

く部分も必要である。効果が上がっている政

策を急に変えてしまうことも政治主導では

起こる可能性があり、ある程度行政の継続性

を保つ意味でもＥＢＰＭは大切であり、そう

したプロセスに国会が同じ土俵で議論でき

ればよいとした見解である。 

また、質の高いエビデンスの構築のみに拘

泥すれば、ＥＢＰＭの専門家に政治が依存し

たり、政治が専門家を支配したりすることを

懸念する見解もある38。「政策立案者や市民は、

専門知の良し悪しを吟味する能力を持ち合

わせていないため、部分的に、政策的意思決

定に関わる判断を専門家に委任する必要が

ある。一方で、民主主義的な代表性を持たな

い専門家集団や専門組織への意思決定の部

分的な移譲は、政治の専門家支配を助長する

おそれもある。また、エビデンスの取得自体

が、政治戦略や企業の意向と結びつくことも

多い」とし、そのため、エビデンスを取り巻

く社会・政治的背景を踏まえずに、単に、エ

ビデンス・ヒエラルキーに照らし合わせて質

の高いエビデンスが優先されることを求め

るならば、それは誤ったエビデンス信仰の現

れとした主張である。 
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この他にも、政治の場にもＥＢＰＭは必要

であり、行政側だけではなく、国会の中にＥ

ＢＰＭを受け止める組織が何らかの形で存

在し、政策立案者と決定者というそれぞれの

立場が、エビデンスを評価しつつ施策の立

案・遂行に努めるということが望まれるとし

た意見もある39。 

これら以外にも複数の意見が見られるが、

脚注に掲記したので参照されたい40,41,42,43。 

 

(2) 筆者の視点 

以上、政治とＥＢＰＭの関係を重視した識

者の見解を紹介してきたが、筆者は、民主主

義におけるＥＢＰＭの真価は、「不適切な政

策決定への歯止め」と「国民への正確な情報

提供」であると理解している。 

ＥＢＰＭとは、継続してデータを採取し、

専門家の検証を受け、場合によっては政策の

リスクをも提示する高度な客観性を有する

ものである。ゆえに、これらは、本質的にＥ

                             
39 大橋弘（東京大学公共政策大学院院長 大学院経済学研究科教授）の発言「内閣府政策分析インタビュー『日本における

ＥＢＰＭへの意識の高まりと、今後の課題』」<https://210.173.17.229/jp/esri/seisaku_interview/interview2022_35.

html>（2022.11.25 閲覧） 
40 大屋雄裕「政策と実践：ＥＢＰＭの限界と可能性」『情報法制研究 第６号』（2019.11）では、ＥＢＰＭによる政策実施

が実験的な性格を持つとの前提から、一定の人権に対する制約を含む政策等においては謙抑的であるべきであり、原則と

して同一の法規制が全国一律に適用されることを前提とする法制度の構築については、本質的に比較対象を用いた統計的

手法を本来の形で用いることは困難であり、適切な可能性と限界の範囲でＥＢＰＭを理解することによって、意義ある取

組の進展を期待するとしている（10 頁）。 
41 矢野寿彦日本経済新聞編集委員は、「コロナ対策のように科学的知見が不完全で、時々刻々と更新される「作動中の科学」

では、「専門知」は価値観に左右されやすい。近年、ＥＢＰＭ（根拠に基づく政策立案）が大はやりだ。しかし、不確実性

のあるリスク評価において、エビデンス（科学的根拠）というのが実は厄介だ。信ぴょう性には濃淡があり、根拠の「あ

る」「なし」で片付くものでもない。（略）専門家は選択肢の提示にとどめる。そこから何を選ぶかこそ政治家の責務とい

える。科学と政治の役割を明確に分け、危機を乗り越える知の活用術を一層磨く時ではないか」と評している。「コロナ禍

巡る専門知の死角」『日本経済新聞』（2022.7.23） 
42 大竹文雄大阪大学感染症総合教育研究拠点特任教授は、第 208 回国会衆議院予算委員会公聴会において、政策には複数

の目標があることが多く、例えば、新型コロナ感染症対策は、感染抑制と社会経済の両立という二つの政策目標になって

いるが、両者はトレードオフの関係にある。事前に両者の優先順位が決まっていない場合は、専門家は、トレードオフを

明記した複数の政策オプションを示すべきだが、どのオプションを選ぶかは価値観に依存し、それは国民の代表である政

治家がすべきこと、とした趣旨の発言を行っている（公聴会議録第１号 26-28 頁（令 4.2.15））。 
43 山本清鎌倉女子大学教授は、ＥＢＰＭは問題の構造や目標が明確な状態ならば効果的だが、急激な人口減少社会への対

応、財政再建、自然災害といった現下の課題は政策の科学化や分析高度化だけでは解決しないとし、総合的な対処が必要

としている。「実証に基づく政策立案の課題 分析と合意形成の統合を」『日本経済新聞』（2019.10.23） 
44 Policy Based Evidence Making の略称。英国下院の委員会報告書でも用いられている表現である。ＥＢＰＭがＰＢＥＭ

にならないよう戒める意味で使用されることが多い。本文の定義は脚注 47 に記した山口一男氏の記述を参考。 
45 関沢洋一「ＥＢＰＭがハイジャックされないために」『ＲＩＥＴＩ 新春特別コラム』独立行政法人経済産業研究所

（2018.12）では、こうした事態を防ぐために、いくつかの提言をしているが、「満場一致にならないようなメンバー構成

で中立的にエビデンスを検証するメカニズムの創出」を挙げている。こうした役割を担う組織の創出が望まれるが、国会

は最後の砦になるのではなかろうか。 

ＢＰＭに内在して然るべきものであり、改め

て取り上げることに違和感を覚えられるか

もしれない。しかし、仮にＥＢＰＭに瑕疵
か し

や

過誤があった場合はどうであろうか。 

ＥＢＰＭではなく、ＰＢＥＭ44という概念

がある。これは、立案された政策に合わせて、

エビデンスを作り上げてしまうことであり、

あからさまなエビデンス捏造
ねつぞう

はもとより、実

際には一定方向を示さない結果がある中で

立案された政策と整合的な実証結果のみを

選択的に引用することなどである。 

例えば、ＥＢＰＭは「当該政策に効果があ

る」ことを示す場合と「当該政策に効果がな

い」ことを示す場合がある。後者が確認され

る場合、従来から当該政策によって恩恵を受

けていた者が、その廃止を拒み、エビデンス

の操作に積極的に関与することによって、真

のエビデンスを歪曲させることなどが典型

的な例として考えられよう45。 

こうした不適切な政策や客観的根拠の乏
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しい政策が図らずも推進され、事後に（又は

議論中に）これらが発覚した場合、政策自体

の信頼を失墜させるのみならず、国会も大き

く混乱し46、更には国民との正確な事実の共

有が不可欠である民主主義の本旨を毀損す

ることにもなりかねない47。ＥＢＰＭの構造

自体が政策の正当性を内包した外装を呈し

ているがゆえに、その内容が真実と乖
かい

離して

いた場合、その影響は極めて甚大となろう。

こうしたことは決して許容されない。 

このため、政府は、国会に対し、ＥＢＰＭ

に基づく政策については、予め、その背景、

証拠収集の方法、因果推論等について、十分

に説明責任を果たす必要があると考える。そ

して、各議員は、聴取した政府の説明を自ら

の知見や経験等と照合し、第三者的観点から、

その正当性の判断を慎重に検討する。その上

で、説明に納得がいかなければ、当該政策に

異議を呈し再考を促す。このような監視活動

をＥＢＰＭに介在させることは非常に有益

であると考えられ、今後の国会の重要なタス

クの一つに成り得るのではなかろうか。 

筆者は、ＥＢＰＭとは、その形成過程が適

切かどうか、民主的
．．．

プロセスに熟考を
．．．．．．．．

促す
．．

作
．

用を併せ持つ
．．．．．．

べき
．．

もの
．．

と考える。 

 

４ 監視を行う上でのスタンドポイント 

では、どのようなスタンスで監視の議論を

行っていくことが望ましいのであろうか。 

近年の我が国のイデオロギー対立は、与党

と主要野党ではそれほど大きくないとされ48、

                             
46 ＥＢＰＭではないが、統計等に関する不適切な事案としては、繊維流通統計調査の不適切処理（2016 年）裁量労働制デ

ータの不適切な比較（2018 年）、外国人技能実習生の失踪動機の集計ミス（2018 年）、毎月勤労統計調査を巡る不適切な処

理（2018 年）、建設工事受注動態統計調査における二重計上問題（2021 年）等があり、国会で大きく取り上げられた。 
47 山口一男「ＰＢＥＭを排し、ＥＢＰＭを促進すべきである」『ＲＩＥＴＩ 新春特別コラム：2019 年の日本経済を読む』

独立行政法人経済産業研究所（2019.1.7）では、専ら行政側の対応に関しての論調であるが、同趣旨の主張をされている。 
48 竹中佳彦「国会議員の政策争点態度とイデオロギー」『公共政策研究 第９号』日本公共政策学会(2010.2)（35 頁）でも

政党間のイデオロギー対立が大きくないことに言及している。 
49 向大野新治『議会学』吉田書店（2018）では、会議体一般の傾向として、対立の激しい重要な問題は、自由闊達に議論

しても、最適な結論が迅速に出てくることはほとんどない。それぞれの政党の主張が対立し、戦っていく。こうした権力

闘争こそが議会を動かす原動力であり、こうした権能とは無縁の議会は活力もなく、存在感も発揮できていない旨の主張

がなされている（32,37-38 頁）。 

特に、令和３年 10 月に発足した岸田文雄政

権では、成長と分配の好循環による「新しい

資本主義」を目指すとしており、各党間の目

指す国家像はこれまで以上に接近している

ように思える。 

その一方で、各党の国家像に到達するまで

の政策手段は大きく異なる。経済対策（特に

令和４年に顕在化した物価高対策）について

は消費税減税、社会保障についてはベーシッ

クインカム、エネルギー施策については原子

力発電が主な対立軸となっている。 

こうした政策手段の意見対立が大きいも

のについては、自然と激論が展開されてくる

であろうし、そうなって然るべきである49。 

ただし、第 208 回国会に提出された内閣提

出法律案 61 件中、26 件が全会一致で成立し

ている。意見対立のない政策も相当あるので

ある。そうした中で、現代では、スマートシ

ティやＧＩＧＡスクールなど、主要政党に大

きな反対はないものの、その実施には、多面

的な要素を十分咀嚼
そしゃく

した上で方向性を定め

なければならない政策が多くある。政策自体

が高難度化しているのである。これらの政策

のＥＢＰＭについては、政府や研究者におい

て着実に研究が深化、進展しつつある。 

したがって、国会においては、ＥＢＰＭに

基づく現代的で高難度な政策については、そ

の構造、効果、費用等に関し、落ち着いた環
．．．．．．

境の下
．．．

、政府や研究者との間で、一定の時間

をかけて、実務的かつ科学的な討議を積み重

ねていくことが必要なのではなかろうか。 



 

128 RESEARCH BUREAU 論究（第 19 号）（2022.12） 

論 文 

とりわけ新制度を導入しようとする場合

には、「意図せざる結果」を招くことがあると

の指摘50がある。新制度によって新たなコス

トが生じることとなった人たちが、そのコス

トを回避しようとすることで、負の結果が生

まれてしまうという主張である。こうした事

態は可能な限り未然に防ぐことが望まれる。 

以上から、ＥＢＰＭの監視の進め方として

は、十分なデータの講究の下、将来を見据え

た冷静な
．．．

視点からの質疑応答
．．．．．．．．．

がふさわしい

と考える。 

 

５ 具体的な監視の手法 

国会の監視の手法は、二通り考えられる。 

第一には、ＥＢＰＭの「質の向上」に貢献

することである。行政が提示するＥＢＰＭに

欠陥や疎漏がないか見抜くとともに、更なる

改善を指摘することである。「筆者の視点」で

も強調したが、これは非常に重要な役割であ

る。ただし、欠陥の看破や品質改善を完璧に

行うためには、国会においてデータアナリス

                             
50 山口一男ＲＩＥＴＩ客員研究員は、シンポジウムにおいて、例として、1980～2000 年代の公立初等・中等教育における

「ゆとり教育」の実施では、子どもの学力向上に多くの親が不安を持ち、学習塾の利用や私立中学への進学率を増大させ

ることとなった結果、教育に係る費用はますます高騰し、教育機会に対し貧富の差による不平等が生じたこと等を挙げて

いる。新制度による新たなコストの回避が別手段でできるか否かは、その人の資産にも依存するので、新制度はかえって

社会的機会の不平等を生みやすい。不確定性がある状況では、人々の行動原理を把握する必要があり、合理的期待を形成

できるかが問題である。また、合理的機会の形成の有無に関して、米国の計量経済学者のマンスキらが「主観的確率」を

計測する方法を発達させ、この方法は政策が意図せざる結果を生む可能性についても有用な実証的根拠を与える。これら

の事例からも、エビデンスなしに、オピニオンだけで政策立案をすることは危険であることが分かる。政策の実施前には、

きちんとした検証が欠かせない、とした趣旨の発言をしている（「ＲＩＥＴＩ ＥＢＰＭシンポジウム」『RIETI Highlight』

独立行政法人経済産業研究所（2019 spring 74）10 頁）。 
51 超党派で「独立財政推計機関」を設置しようとの動きもある。「国会で財政運営を監視、独立機関設置を超党派議連が訴

え」『Bloomberg』（2021.6.10） 
52 ＥＢＰＭについて議員と研究者とで効果的な議論が成立している場面がある。東京大学大学院経済学研究科教授の川口

大司公述人が、ＥＢＰＭを用いた研究の結果、コロナ禍での金融支援策について、元々経営が健全でなかった企業ほど支

援策を受ける可能性が高かったことが示されたこと、約２割の貸出しは、東京商工リサーチが要警戒だと言っているよう

な企業に貸し付けられていることを説明している。金融支援が非効率な企業を永続させているという課題の指摘である。

これに対し、北神圭朗委員（有志）は、当然、コロナという外的な要因で最初に厳しくなるのは普段から不健全なところ

だと思うので、ある意味では当たり前の結果である。２割はむしろ少ない、それなりに評価してもいいのでは、との質疑

を行っている。これに対し、公述人が更なるＥＢＰＭの研究成果を示し、質疑者も更なる提案を行っている。第 208 回国

会衆議院予算委員会公聴会議録第１号 20-21 頁（令 4.2.15） 
53 興味深い質疑として、梅村みずほ委員（維新）が、東京電力福島第一原子力発電所のＡＬＰＳ処理水について取り上げ

た質疑が挙げられる。風評被害の観点から、汚染水を福島県から海洋放出せず、敷地外に持ち出して放出すべきとして、

「ＥＢＰＭ、大変重要だと思っております。科学的根拠に基づいて政策は決定されるべきです。けれども、渋沢栄一の「論

語と算盤」（中略）で言えば、ＥＢＰＭの部分は言わばそろばんの部分だと私たちは思っております。この処理水の問題と

いうのは論語の部分の必要性もある」との発言を行っている。これに対し、石井経済産業副大臣及び西銘復興大臣が敷地

外移転は現実的な対応策ではない、風評被害対策にはしっかり取り組む旨の答弁を行っている。第 208 回国会参議院東日

本大震災復興特別委員会会議録第３号 12-13 頁（令 4.3.15） 

ト等の専門家の養成、各研究機関との連携、

独立財政推計機関の設置51等が必要となって

こよう。これらは早急には実現できない。 

しかしながら、諸外国、特に米英では、精

緻なＥＢＰＭ研究が多くある。信憑
しんぴょう

性が疑

われるものもあろうが、鑑識眼が養えれば

（これには国立国会図書館や衆議院、参議院

の調査室の力量も問われるところであるが）、

外国の研究と我が国のＥＢＰＭとの比較を

質すことが可能となる。著しいギャップがあ

れば、その理由を追及する必要もあろう。こ

のような質疑が展開されれば、政府において

も緊張感を持って政策提案を行うようにな

るのではないか。こうしたことができれば、

まずは成果の一歩と考えるべきではないか。 

第二としては、政府のＥＢＰＭの「目的」

が民意に沿っているかを精察することであ

る52,53。国会としては、まずはこちらの手法の

方が取り組みやすいのではなかろうか。先に

述べたとおり、政策手段の決定には、民意の

反映の評価も必要であり、政府の提示するＥ
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ＢＰＭと各議員が有権者から聴取した意見

等とを比較考量しつつ、丁寧な分析を行って

いくことが重要である。 

ＥＢＰＭの質の向上と民意反映の評価、こ

れらはいずれも重要な手法であるが、どちら

に重点を置くかによって、国会から政府に対

するアプローチは異なる。前者は、ＥＢＰＭ

のリバイスを求めることとなる一方、後者は、

ＥＢＰＭ自体の抜本的な再構築を求めるこ

ととなろう。 

 

６ 監視の場と進め方 

国会のＥＢＰＭへの監視は、法案審査や国

政調査（一般質疑）の過程で、各議員が常任

委員会又は特別委員会で、それぞれ個別に行

うことで十分かもしれない。しかしながら、

筆者は、もう一歩進んで、より深化した議論

を行うため、ＥＢＰＭの監視に特化したステ

ージを設け、継続的に議論していくことが望

ましいと考える。衆議院では決算行政監視委

員会を活用することが考えられる。 

同委員会は、平成９年の第 141 回国会に、

国会の行政監視機能の充実強化を目的とす

る国会法等の改正（第 142 回国会から施行）

によって、衆議院における行政監視の中核的

な役割を担う委員会として従来の決算委員

会が改組されたものである。 

行政監視活動については、従来、各委員会

                             
54 衆議院規則（昭和 22年 6月 28日議決）第 92 条第 15 号では、決算行政監視委員会は、決算、予備費、会計検査の結果、

総務省の評価、行政に関する国民からの苦情等と、これら事項に係る行政監視及びこれに基づく勧告をその所管事項とし

ている。行政に対する勧告が所管事項として掲記されているのは、決算行政監視委員会のみである。 
55 内山融（東京大学大学院総合文化研究所教授）のシンポジウムでの発言「法と経済学会・第 17 回全国大会 講演報告 Ｅ

ＢＰＭと法と経済学」『法と経済学研究』（2019.9）10 頁、野澤大介、日比規雄「英国、フランス及びドイツにおける決算

審査等の実情―海外派遣報告―」『立法と調査』（2012.12）45-49 頁、The National Audit Office Evaluating government 

spending December 2,2021、House of Commons Committee of Public Accounts Use of evaluation and 

modelling in government 18 May 2022、Oral evidence: Use of evaluation and financial modelling,9 

March 2022 
56 衆議院決算行政監視委員会は、第 179 回国会から第 180 回国会（平成 23 年 11 月から 24 年 10 月）にかけて「行政監視

に関する小委員会」を設置した実績がある。当時の新藤義孝小委員長によれば、本小委員会は、「予算の無駄、さらには事

務作業、組織、そういったものを、行政を全般的に監視する、こういうことでこの委員会を設けさせていただいたわけで

ございまして、国会としての本来の機能を遺憾なく発揮する、これが我々の目的」と発言している。活発な議論が展開さ

れ、小委員会での議論を基に、本委員会で政府に対し改善を促す決議を行う等の活動が行われた。ただし、これは民主党

政権で行われた、いわゆる事業仕分けの国会版という位置付けが強く、政府を厳しく追及する英国の決算委員会に近いも

のであった。民主党政権下では、このような取組が継続されたが、政権交代後はこうした活動は見られなくなっている。 

において、それぞれの所管事項に関して行わ

れているが、決算行政監視委員会の設置は、

衆議院による行政監視機能の充実強化をよ

り明確にしたものである。全ての府省を対象

にし、広範な権限54を有する決算行政監視委

員会は、ＥＢＰＭの調査を行うのに適切な委

員会と考える。 

そうした場合、どのような方式で行うのが

よいであろうか。例えば、英国の決算委員会

をモデルにすることが考えられる。英国では、

二大政党制によるイデオロギー対立はある

ものの、英国決算委員会は、英国会計検査院

の報告に基づき、政府の政策の有効性や効率

性について、超党派で激しく追及し、勧告書

を提出し、英国財務省から回答を出させる55。

その影響力はかなり大きなものがある。 

しかしながら、筆者は英国方式をそのまま

我が国に導入するのはふさわしくないと考

える。なぜなら、我が国では、英国と異なり、

政党間のイデオロギー対立はそれほど激し

くない一方、政府の政策について超党派で激

しく追及することは考えにくく、仮に行われ

ても長続きしないと思われるからである56。 

それよりも、「監視を行う上でのスタンド

ポイント」で強調したとおり、政府糾弾に徹

するのではなく、ＥＢＰＭの実効性、因果推

論の適正性、民意との乖離等について、落ち

着いた環境で議論を行い、ＥＢＰＭのブラッ
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シュアップを図ることが望ましいと考える。 

参議院では、平成 30 年に取りまとめられ

た参議院改革協議会報告書に基づき、政策評

価等年次報告に関する本会議報告及び質疑

を新たな行政監視の年間サイクルの起点と

して位置付けている。そして、同報告につい

て、令和２年から本会議報告及び質疑が行わ

れ、行政監視委員会では、本会議報告及び質

疑等を踏まえて調査項目を選定し、計画的か

つ継続的に行政監視を行っている57。本会議

はもちろんのこと、委員会でも大臣を招致し

て質疑を行っている。こうした場で質疑者が

ＥＢＰＭを取り上げている例は多くある。 

参議院に倣った方式で議論することも考

えられるが、衆議院では、例えば決算行政監

視委員会に、ＥＢＰＭのテーマ別に、当該テ

ーマに精通した委員から成る小委員会を設

け、そこでは政務三役の出席は求めず（又は

政務官のみの出席）、官僚及び官僚と共にＥ

ＢＰＭに携わった研究者双方を招致し、これ

らの者の間で、質疑時間、質疑順序を定めな

い自由討議方式（全員参加型）で、実務面重

視の議論を行うことが考えられる58。 

集中的又は継続的に特定の案件の調査を

行うには小委員会が好適であり、また、実務

面重視であれば、必ずしも大臣の出席を求め

る必要はないのではないか。結果として、高

度な政治的決断が必要とされる場合は、本委

員会で大臣を招致して議論すればよいので

はないかと考える。 

また、ＥＢＰＭは、通常は精緻でロジカル

                             
57 徳田貴子「政策評価制度をめぐる議論－導入から 20 年を迎えた制度の現状と課題－」『立法と調査』（2022）196 頁 
58 前掲注 56 で紹介した行政監視に関する小委員会では、参考人として学識経験者等を招致し、自由討議方式で議論を行っ

ていた。本稿では、これが継続的な取組にならなかったことに言及したが、実施方式としてはこうした小委員会形態は柔

軟な議論を展開できる有益な手段であると考える。 
59 白井誠『危機の時代と国会―前例主義の呪縛を問う』信山社（2021）では、「危機の時代の政治主導は、強い国会のスト

レステスト（負荷試験）による、明確な委任と明確な責任の連環によってのみ、その正当性を担保できる」とした上で、

一人の質疑者が会派ごとに政府に順次質疑し、他の委員は聴取するだけといった前例を、「党派的分断に特化した審議シ

ステム」と強く批判し、政府が提起した政策全体の評価と問題点の明確化を、政府を含め審査に参加する全員で果たすこ

と（委員間の討論）が不可欠との主張をしている（124-127 頁）。これは国会質疑全般に向けた主張であるが、ＥＢＰＭの

監視にはこうした考えがとりわけ適合するのではないかと思われる。 

に形成されているため、その妥当性、信頼性

の判断は至難である。監視を効果的に行うに

は、多種多様な観点からの精査が肝要であり、

各議員においては、ＥＢＰＭの議論に限り、

会派を代表した質疑ではなく、党議からの解

放を幾分か許容してもらい、個々の議員それ

ぞれの経験、知見、研究等に基づく提言を幅

広く開陳していくことが望ましいのではな

いか。これには自由討議方式が最適である59。 

そして、議論の結果、必要があれば、決算

行政監視委員会の本委員会で、決議又は勧告

を行い、政府に改善を促すことが考えられる。 

 

おわりに 

ＥＢＰＭの監視を国会で行う上で、留意す

べきことを一点述べておきたい。政府の負担

感への対応である。ＥＢＰＭについて成熟し

た討議を行うためには、議員側においても事

前の十分な検討が必要である。行政において

も、その対応に協力してもらう必要がある。

行政の課題として、ＥＢＰＭに対する相当な

負担感があることは先に述べた。現在の状況

のままで、国会において集中的なＥＢＰＭの

監視を継続して行おうとすれば、政府に更な

る事務を負わせることとなる。少なくとも政

策評価や行政事業レビューとの関係を整理

し、効率的な議論を行える土台を構築した上

で、国会での議論に臨むことが先決であると

考える。 

幸い、「アジャイルＷＧ」の提言では、今後、

ＥＢＰＭ、政策評価制度、行政事業レビュー
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といった評価関連作業の一体化に向けた検

討を進めるとしている。その結果、国会での

審議にも資するような成果物が仕上がるこ

とを是非とも期待したい。 

最後に、本稿執筆に当たり、内山融東京大

学大学院総合文化研究科教授、大橋弘東京大

学大学院経済学研究科教授、杉谷和哉岩手県

立大学総合政策学部講師、小林庸平三菱ＵＦ

Ｊリサーチ＆コンサルティング東京本部経

済社会ユニット経済政策部主任研究員、杉浦

好之シニア独立行政法人経済産業研究所Ｅ

ＢＰＭオフィサー、関沢洋一同研究所上席研

究員兼研究コーディネーターに、貴重な助言

をいただいた。この場をお借りして厚く御礼

を申し上げる。 

 

（本稿は、令和４年 11 月 25 日現在の情報を

基に執筆した。）
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